
空き家等対策計画に基づく取り組み（Ｈ３０年度実績・Ｒ元年度計画）について 

 

１ 空き家等の調査 

（１）空き家等に関する情報収集 

・地域住民からの空き家等に関する情報の収集と助言・指導等を行った 

・今年度も上記と同じく、適正管理に向けて取り組む 

 

【 平成３０年度実績 】 

情報提供件数 

及びその内訳 

所有者等 

対応済 

所有者等 

未対応 

市からの 

助言指導未済 

把握済 

空き家 

建物・塀 ６件  ５件  ０件   １件   

樹木の繁茂等 ３０件   ２６件  ４件   ０件   

未把握 

空き家 

建物・塀 ２件  ２件  ０件   ０件   

樹木の繁茂等 ３件  ３件  ０件   ０件   

合計件数 ４１件  ３６件  （ア）４件  （イ）１件  

 

（ア）所有者等未対応 ： ４件 

①所有者等の経済的等の理由で対応してもらえていないもの・・・１件 

②助言指導を行っても対応してもらえていないもの・・・・・・・３件 

 

（イ）市からの助言指導未済 ： １件 

  ①相続人の全員が相続放棄をしているもの・・・・・・・・・・・１件 

 

 

（２）空き家等の実態調査 

◆平成３０年度に把握した空き家等５６０戸について、市職員で外観目視による再調査を実施した 

・時 期 ： 平成３１年４月～６月 

 ・結 果 ： 把握した空き家数 （Ａ）４３６戸 （Ｈ３０比 ‐１２４戸）  

 

◆平成３０年度末現在で上下水道閉栓情報をもとに、市職員で外観目視による実態調査を実施した 

・時 期 ： 平成３１年５月～６月 

・結 果 ： 新規把握空き家数  (Ｂ)  ７１戸  

 

◆以上により、現在の空き家数は  (Ｃ) ５０７戸   ※ 詳細は次ページ（右上）のとおり 

 

 

【 空き家の実態調査 結果表 】                    （ 令和元年６月現在 ） 

地区名 

Ｈ３０ 

把 握 

空き家 

件 数 

調査後 

空き家 

件 数 

対  象  外 

新 規 

空き家 

Ｒ元年 

空き家 

件 数 
居 住 

使用中 

解 体 

更 地 

建替中 

新築等 

戸建て

空き家外 

鳥 栖 ８２  ６４ ９ ２ ３ ４ １３ ７７  

鳥栖北 １１５ ８５ ９ ９ ７ ５ １１ ９６  

田 代  ４８ ３４ ４ ４ ３   ３ ７ ４１  

弥生が丘   ５   ４ ０ ０ ０   １ ２ ６  

若 葉  ５４  ４５ ３ ０ ４   ２ ８ ５３  

基 里  ８９ ６６ ５ ８ ５   ４ １１ ７７  

麓  ８９  ７７ ８ ０ ４   ０ １０ ８７  

旭  ７８  ６１ ７ １ ２  ７ ９ ７０  

計 ５６０ 
(Ａ)  

 ４３６ 

４５ ２４ ２８ ２６ (Ｂ)   

７１ 

(Ｃ) 

５０７ 空き家でなくなった件数：１２４ 

 

（３）空き家等情報のデータベース化 

・平成３０年度の新規空き家等の情報を「鳥栖市統合型ＧＩＳシステム」に登録し、関係部局で共有した 

・今年度も、新規空き家等の情報を追加登録し、関係部局で共有を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

１ 



２ 空き家等の適切な管理の促進 

（１）市民への情報発信 

・空き家対策に関するパンフレット（以下「パンフ」という。）を作成し、啓発のため、市内へ全戸配布 

（約２６，０００戸）、空き家の所有者等へ配布（約１０００戸）を行った 

 ・今年度は、新規で把握した空き家の所有者等への配布を中心に取り組む 

 

（２）専門家団体との連携・協力 

・各専門家団体へ平成３０年度中の相談件数の聞き取りを行った結果、のべ１５０件あり、最も相談が  

多かった専門家団体は「シルバー人材センター」であった 

・今年度も、空き家の所有者等からの相談に対し、専門家団体との連携・協力を推進し、空き家の所有者

等の問題解決に取り組む 

 

（３）地域及び高齢者への啓発活動 

① 空き家対策の取り組みとして、鳥栖調停協会調停委員、基里地区まちづくり推進協議会で出前講座を

実施したほか、空き家対策に関する取り組みについて、各地区嘱託員会で説明し、啓発を図った 

・今年度も、市民や空き家の所有者等へ啓発に積極的に取り組む 

 

② 空き家対策に関する講座を老人クラブ連合会役員会で実施したほか、司法書士による空き家対策に  

関する講座（セミナー）を市内８町区で実施し、３０５名の参加があった（詳細と様子は下記のとおり） 

・今年度は空き家対策に関する講座の開催に向けて取り組む 

№ 日  時 地 区 対 象 参加人数 

１ １０月１８日（水） 若 葉 萱方町 ３６人 

２ １０月２８日（日） 弥生が丘 荻野地区 ３２人 

３ １１月１５日（木） 基 里 曽根崎町 １０人 

４ １１月１６日（金） 田 代 田代外町 ４８人 

５ １２月 ４日（火） 鳥栖北 宿町 ５０人 

６ １２月 ７日（金） 麓 蔵上町 ２７人 

７ １２月 ７日（金） 鳥栖北 退職者連合 ２２人 

８ １２月１０日（月） 旭 江島町 ３４人 

９ １月３０日（水） 鳥 栖 東町 ４６人 

  

 

  

（ 田代地区 ）               （ 鳥栖北地区 ） 

 

 

 

 

（４）地域の人材（高齢者）を活かした維持管理の仕組みの構築 

・公益社団法人鳥栖市シルバー人材センターと連携し、高齢者を活用した空き家管理の仕組みを構築済み 

 

（５）早期アプローチ 

  ・パンフを市民課（死亡届時）・税務課（相続人代表者選定時）と連携し、窓口等での配布を開始した 

  ・今年度も上記連携を継続し、窓口等での配布を通して、啓発に取り組む 

 

 

３ 空き家等及び跡地の活用の促進 

（１）空き家等の跡地の活用の促進に関する事項 

・市内に存する不良住宅の空き家の除却費用の一部を補助する制度を創設し、予算の範囲内で２件（５

０万円×２件）を決定し、既に除却・解体済み、補助金を１件交付（１件繰越交付予定）した 

  ・今年度は、予算の範囲内で６件を予定しており、危険な空き家の除却・解体に取り組む 

 

（２）空き家等の活用の促進に関する事項 

① 規制緩和による空き家等の流通促進  

・都市計画法上の市街化調整区域における既存建築物の用途変更の弾力化に向けて、継続協議中 

・農地付き空き家等の取得に際し、障害となる農地法の下限面積緩和について、鳥栖市農業委員会へ説明 

等を行い、農地付きの空き家で空き家・空き地バンクに登録した物件に限り、農地法の下限面積を緩和

（１㎡）することについて、了承を得、鳥栖市農業委員会により２０１９年４月から運用開始 

 

② 移住・定住体験施設等への活用  

・河内町にある空き家１棟を本市への移住・定住を考えている方のための体験施設として整備済み 

 

③ 流通の活性化の推進  

・空き家の所有者等へ意向調査を実施し、空き家・空き地バンクへの登録希望が３４件あり、登録申込

書を送付した結果、４件の申し込みがあり佐賀県宅地建物取引業協会と連携し登録に向けて調整を行

ったが、登録件数は０件となった（現在も登録へ向けてアプローチ中） 

・今年度は、新規で把握した空き家の所有者等をはじめとし、登録希望者から登録申込書の提出を募り、

佐賀県宅地建物取引業協会へ積極的にアプローチをかけ、物件の登録の実現に向けて取り組む 

 

④ 多種多様な利活用方策の検討  

・空き家の所有者等へ意向調査を実施し、所有者等からの相談事案に合わせて、助言を行うほか、必要

に応じて、各専門家団体の相談窓口を案内し、所有者等の相続登記や管理の問題解決等、売却・賃借

の推進に努めた 

・今年度も、相談事案に合わせた助言、必要に応じた各専門家団体の相談窓口の案内を通して、より   

一層の空き家の所有者等の問題解決等を図り、利活用の推進に努める 

  

２ 


